
高山市の人事行政のあらまし

「高山市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、職員の給与や勤務条件などに

ついて公表します。

詳しくは、総務課 0577-35-3133 へお問合せください。

一 職員の任免及び職員数に関する状況

(１)職員数の状況（令和７年４月１日現在）

区 分 職員数（人）
主な増減理由

部 門 令和６年度 令和７年度 増 減

一

般

会

計

議 会 ７ ７ ０

・会計年度任用職員対応によ

る減

・欠員補充による増

など

総 務 １３９ １３７ △２

税 務 ４１ ４１ ０

民 生 １２０ １２０ ０

衛 生 ６０ ６７ ７

労 働 ２ ２ ０

農 林 水 産 ４５ ４６ １

商 工 ３４ ３４ ０

土 木 ７０ ７３ ３

教 育 ７９ ７５ △４

消 防 １４４ １４７ ３

小 計 ７４１ ７４９ ８

企
業
会
計
等

国 保 事 業 １４ １４ ０

・診療所の体制強化による増

国 保 直 診 ２２ ２４ ２

介 護 保 険 ６ ６ ０

観 光 １ １ ０

後 期 高 齢 １ １ ０

水 道 ２０ ２０ ０

下 水 道 ２０ ２０ ０

小 計 ８４ ８６ ２

組
合

会
計

古川国府給食センター １ １ ０

小 計 １ １ ０

合 計 ８２６ ８３６ １０

※職員数には、休職者、育児休業者、派遣職員、フルタイム再任用職員等を含みます。



(２)再任用職員数の状況（令和７年４月１日現在）

（人）

区 分 令和６年度 令和７年度 増 減

フルタイム勤務 ８ １２ ４

短 時 間 勤 務 ４ ２ △２

合 計 １２ １４ ２

※フルタイム勤務：7.75 時間

(３)職員の採用状況（令和６年４月２日～令和７年４月１日）
（人）

区 分
一般

行政職

技能

労務職
福祉職

看護・

保健職
獣医師 消防職 医師 合 計

採用試験 ２７ １ ３ ５ １ ５ １ ４３

(４)職員の退職状況（令和６年度）
（人）

区 分
一般

行政職

技能

労務職
福祉職

看護・

保健職
消防職 合 計

定年退職 ８ ２ ０ １ １ １２

応募退職 ０ ０ ０ ０ ０ ０

普通退職 １９ １ １ １ ２ ２４

そ の 他 １ ０ ０ ０ ０ １

合 計 ２８ ３ １ ２ ３ ３７

(５)年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在）

（人）

性 別 24 以下 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55 以上 合 計

男 ４２ ３５ ３８ ４０ ３９ １１８ １４３ １１０ ５６５

女 ３２ ２７ ２８ ２６ ３３ ４５ ４４ ３６ ２７１

合 計 ７４ ６２ ６６ ６６ ７２ １６３ １８７ １４６ ８３６

（２年度） (４４) (５０) (４９) (６０) (１７１) (１９１) (１３７) (１３２) (８３４)



(６)等級ごとの職員の状況（令和７年４月１日現在）

①行政職給料表（一）

等級
級別基準職務表に規定する

職務の内容

合計 内訳

（人） （％） 職名 （人）

１級 主事補の職務 ８４ １０．８ 主事補 ８４

２級 主事の職務 ６８ ８．８ 主事 ６８

３級 主任の職務 ７８ １０．１ 主任 ７８

４級 主査の職務 ３１０ ４０．０ 主査 ３１０

５級 主幹の職務 １３２ １７．０ 主幹 １３２

６級 課長の職務 ７１ ９．２

課長等 ４６

次長 ８

室長 ３

所長 ４

担当監 ７

分署長 ３

７級 部長の職務 ３２ ４．１

部長 １４

室長 １

会計管理者 １

参事 ２

支所長 ９

事務局長 ３

消防長 １

消防署長 １

合計 ７７５ １００.０

②医療職給料表

等級
級別基準職務表に規定する

職務の内容

合計 内訳

（人） （％） 職名 （人）

１級
医療業務を行う医師又は歯科

医師の職務
２ ２５．０ 医師 ２

２級

相当高度の知識経験に基づき

困難な医療業務を行う医師又

は歯科医師の職務

３ ３７．５ 医師 ３

３級

高度の知識経験に基づき困難

な医療業務を行う医師又は歯

科医師の職務

０ ０．０ 医師 ０

４級

極めて高度の知識経験に基づ

き特に困難な医療業務を行う

医師又は歯科医師の職務

２ ２５．０ 医師 ２

５級 医師を統括する職務 １ １２．５ 医療技監 １

合計 ８ １００.０



二 職員の人事評価の状況

(１)人事評価の状況(令和６年度)

職員の資質向上と能力開発、組織力の向上を図るため、目標管理による人事評価を行っています。

人事評価は、職員研修や人員配置、給与・昇任等に反映させるなど、人事管理に活用しています。

・人事評価対象職員 全職員（育児休業者および休職者を除く）

・人事評価の主な評価者

被評価者 第１評価者 第２評価者 最終評価者

部 長 級 副市長 ― 市 長

課 長 級 部長級職員 ― 副市長

施設長級 課長級職員 部長級職員 副市長

その他の職員

課長級職員 ―

部長級職員

施設長級職員 課長級職員

・評価内容

区 分

被評価者

管理職 主幹・主査
主任・主事

・主事補

評価要素

職員に求められる

能力

政策形成力 企画分析力 企 画 力

行政経営力 組織調整力 理解処理力

交渉調整力 交渉調整力 問題意識力

判 断 力 問題解決力 説明表現力

指導育成力 指 導 力 －

知識 ・ 技術

職員に求められる

基本的姿勢

協働性・責任性・積極性・生産性・規律性・

おもてなしの心

業績評価 組織目標管理 ・ 自己目標管理



三 職員の競争試験及び選考の状況

(１)採用試験の実施状況（令和６年度）

①令和７年度（令和７年４月 1日）採用 （人）

試験区分 申込者数
受験者数

(A)

合格者数

（B）
採用者数

競争率

(A/B)

事務Ａ（大学卒程度） ２６ ２１ １１ ９ １．９倍

事務Ａ（民間企業等経験者・UIJ） ２ ２ １ １ ２．０倍

事務Ａ（民間企業等経験者・UIJ）【追加募集】 ４ ４ ３ ３ １．３倍

事務Ａ（ＤＸ推進枠） ０ ０ － － －

事務Ａ（ＤＸ推進枠）【追加募集】 １ １ １ ０ １．０倍

事務Ｂ（高校卒程度） １６ １５ ８ ６ １．９倍

事務Ｂ（民間企業等経験者・UIJ） ０ ０ － － －

事務Ｃ（障がい者手帳所持） ３ ２ ０ － －

保育士 ６ ５ ３ ３ １．７倍

保健師 ５ ５ ４ ４ １．３倍

社会福祉士 ０ ０ － － －

社会福祉士【追加募集】 ０ ０ － － －

看護師（実務経験者） １ １ １ １ １．０倍

救急救命士 ５ ５ ２ １ ２．５倍

消防① ５ ４ ２ ２ ２．０倍

消防② ９ ８ ２ ２ ４．０倍

農業（大学卒程度） ０ ０ － － －

農業（大学卒程度）【追加募集】 ０ ０ － － －

土木（大学卒程度） ０ ０ － － －

土木（大学卒程度）【追加募集】 ０ ０ － － －

建築（大学卒程度） ０ ０ － － －

建築（大学卒程度）【追加募集】 ０ ０ － － －

技術（高校卒程度） １ １ １ １ １．０倍

技能労務職（衛生） １ １ １ １ １．０倍

医師【随時募集】 １ １ １ １ １．０倍

土木【随時募集】 １ １ １ １ １．０倍

計 ８７ ７７ ４２ ３６ １．８倍

※合格者数には補欠合格を含みます。

②令和６年度中途採用

試験区分 申込者数
受験者数

(A)

合格者数

（B）
採用者数

競争率

(A/B)

事務Ａ（大学卒程度）R6.10 採用 ９ ８ １ ０ ８．０倍

事務Ａ（民間企業等経験者）R6.10 採用 １０ １０ ６ ５ １．７倍

事務Ｂ（民間企業等経験者）R6.10 採用 ２ ２ １ １ ２．０倍

保健師 R6.10 採用 ０ ０ － － －

獣医師 R6.6 採用 １ １ １ １ １．０倍

計 ２２ ２１ ９ ７ ２．３倍



(２)昇任試験の状況（令和６年度）
（人）

区 分 有資格者数 受験者数(A) 合格者数(B) 競争率(A/B)

一般行政職
管理職 ５７ ２５ ５ ５．０倍

５級 １８７ ４１ ９ ４．６倍

消 防 職
管理職 １３ ６ １ ６．０倍

５級 ６９ ２６ ３ ８．７倍

技能労務職
５級 ６ ２ ０ ―

４級 １８ ８ ２ ４．０倍

計 ３５０ １０８ ２０ ５．４倍

四 職員の給与の状況

(１)人件費の状況（普通会計決算見込）
（千円）

区分 歳出額（A） 人件費（B） 人件費率（B/A）
(参考)５年度

人件費率

令和６年度 61,675,021 8,211,606 13.3％ 14.6％

※人件費には、特別職や会計年度任用職員に支給される給料や報酬などを含みます。

(２)職員の平均給料月額および平均年齢（令和７年４月１日現在）

区 分 平均給料月額 平均年齢

一般行政職 348,400 円 44歳10月

消 防 職 341,200 円 43歳 8月

技能労務職 303,100 円 53歳 6月

(３)職員の初任給の状況（令和７年４月 1日現在）

区 分
初 任 給

高 山 市 岐 阜 県 国

一般行政職
大学卒 ２２０，０００円 ２２９，２００円 ２２０，０００円

高校卒 １８８，０００円 １９７，３００円 １８８，０００円

技能労務職 高校卒 １９２，５００円 １９５，３００円 １８５，７００円

(４)経験年数・学歴別給料月額モデルケース（令和７年４月１日現在）

区 分
経 験 年 数

１０年(１１年目) １５年(１６年目) ２０年(２１年目)

一般行政職
大学卒 ２７７，４００円 ３２１，７００円 ３５４，３００円

高校卒 ２４６，２００円 ２７７，４００円 ３２１，７００円

技能労務職 高校卒 ２５８，５００円 ２７１，１００円 ２８２，２００円

※昇任試験を受けなかった場合



(５)一般行政職の級別職員数と構成比（令和７年４月１日現在）

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

合計標準的な職務
の内容

主事補 主事 主任 主査 主幹
課長
など

部長
など

職員数（人） 36 32 42 163 81 59 29 442

構成比（％） 8.1 7.2 9.5 36.9 18.3 13.4 6.6 100.0

※消防職、技能労務職などは含まれていません。

(６)職員手当の状況（令和７年４月１日現在）

区 分 内 容

期末手当

勤勉手当

令和６年度支給割合

・一般職員 （期 末） （勤 勉）

６月期 １．２２５月分 １．０２５月分（基本）

１２月期 １．２７５月分 １．０７５月分（基本）

計 ２．５００月分 ２．１００月分

・管理職員 （期 末） （勤 勉）

６月期 １．０２５月分 １．２２５月分（基本）

１２月期 １．０７５月分 １．２７５月分（基本）

計 ２．１００月分 ２．５００月分
※人事評価による成績に応じ、勤勉手当を加算・減算

・職制上の段階、職務の級などによる加算措置 役職加算 ５～２０％

退職手当 （自己都合） （定年・早期退職募集）

勤続２５年 ２８．０３９５月分 ３３．２７０７５月分

最高限度額 ４７．７０９月分 ４７．７０９月分

・その他加算措置

早期退職募集による加算

退職すべき期日において勤続２０年以上かつ年齢４５歳以上の職員にあっ

ては、早期退職１年につき３％（定年１年前の早期退職の場合は２％）

扶養手当 ・配偶者 月額 ３，０００円

・子 月額 １１，５００円

・その他の扶養親族（１人につき） 月額 ６，５００円

・年度内に満１６歳から満２２歳に到達する子（１人につき）

月額 ５，０００円を加算

住居手当 ・借家・借間に居住する職員

ア．家賃月額が２７，０００円以下の場合

⇒ 家賃の月額から１６，０００円を控除した額

イ．家賃月額が２７，０００円を超える場合

⇒ 家賃の月額から２７，０００円を控除した額の１／２に

１１，０００円を加算した額（上限月額２８，０００円まで）



通勤手当 ・自動車等使用者

⇒ ２km 以上（片道）の使用者に対して距離に応じ月額２，９００円

から月額３９，９００円まで

・高速道路等利用者及び交通機関等利用者

⇒運賃相当額及び特急料金相当額を支給（月額 150,000 円を限度）

(７)特別職の報酬（令和７年４月１日現在）

区 分 月額 期末手当

給 料

市 長

副市長

教育長

９６１,０００円

８０２,０００円

６５０,０００円
令和６年度支給割合

６月 2.200 月分
１２月 2.300 月分

計 4.500 月分報 酬

議 長

副議長

議 員

４８８,０００円

４４２,０００円

４１６,０００円

五 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(１)勤務時間（令和７年４月１日現在）

８時３０分～１７時１５分（うち休憩時間 １２時００分～１３時００分）

※不規則勤務となる施設などの職員を除きます。

※再任用短時間勤務職員の勤務時間は週３１時間（１日７．７５時間×４日）又は週３０時間

（１日６時間×５日）となります。

(２)休暇制度（令和７年４月１日現在）

休暇名 付与日数 内 容

年次有給休暇 １年につき２０日

(令和６年中の

平均取得日数１０．２日)

・年の途中に採用された者は採用月に応じて

付与

・翌年に２０日を限度として繰越可

特 別 休 暇 内容により異なる ・ボランティア休暇（５日以内）

・結婚休暇（１０日以内）

・育児時間（１日２回必要時間）

・産前産後休暇（産前６週、産後８週）

・妻の出産（２日以内）

・男性職員育児参加の休暇（５日以内）

・子の看護のための休暇（５日以内）

・父母配偶者の法要（最小限度）

・忌引き（１０日以内）

・リフレッシュ休暇（５日以内）

・不妊治療のための休暇（５日以内）

組 合 休 暇 ３０日（無給） ・職員団体の事務従事

介 護 休 暇 通算６か月を超えない

範囲内で、３回まで取得

可能（無給）

・職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母、

祖父母、孫および兄弟姉妹を２週間以上に

わたり介護をする場合



介 護 時 間 連続する３年の期間内

において１日につき２

時間まで取得可能（無

給）

六 職員の休業に関する状況（令和６年度）

種 類

度

休業の内容及び取得状況

育児休業

３歳に満たない子を養育するため、その子が３歳に達する日まで休業す

ることができる。

育児休業取得者数 １５人（男性２人 女性１３人）

七 職員の分限及び懲戒処分の状況

(１)分限処分（令和６年度）

分限処分とは、職員の身分保障を前提として一定の事由によって職員がその職務を十分果たすこ

とができない場合のみ、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分をいい、公務能率

の維持向上を図るための制度です。分限処分には、降任、免職、休職および降給の４種類がありま

す。
（人）

区 分 降 任 免 職 休 職 降 給 合 計

勤務成績が良くない場合 ０ ０ ０ ０ ０

心身の故障の場合 ０ ０ ６ ０ ６

５職務に必要な適格性を欠く場合 ０ ０ ０ ０ ０

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合
０ ０ ０ ０ ０

刑事事件に関し起訴された場合 ０ ０ ０ ０ ０

合 計 ０ ０ ６ ０ ６

(２)懲戒処分（令和６年度）

懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する責任を問うことにより、公務員の規律を維持する

ことを目的として任命権者が職員に制裁として科する処分をいいます。懲戒処分には、免職、停職、

減給および戒告の４種類があります。
（人）

区 分 免 職 停 職 減 給 戒 告 合 計

法令に違反した場合 ０ ０ ０ ０ ０

職務上の義務に違反し又は職務

を怠った場合
０ ０ ０ ２ ２

全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合
０ ０ １ １ ２

合 計 ０ ０ １ ３ ４



八 職員の服務の状況（令和６年度）
（件）

区 分 許可件数 主な許可内容

職務専念義務の免除 １２ 健康診断、予防接種など

営利企業等の従事 ２７ 市の出資団体の役員、他団体の委員など

九 職員の退職管理の状況

職員の退職管理を適正に確保するため、「高山市職員の退職管理に関する規則」および「高山市

職員の退職管理の適正の確保に関する要綱」を定め、再就職した者の状況を公表することとしてい

ます。

(１)職員の再就職の状況 (令和６年度) （人）

退職者数

市に再就職した者 市以外に再就職した者
その他
（再就職

等しない

もの）

再任用

職員

会計年

度任用

職員

他の地方

公共団体等

非営利法人 営利法人

自営業出資

なし

出資

あり

出資

なし

出資

あり

３７ １１ ０ ５ ３ ０ ６ ０ １ １１

十 職員の研修の状況

(１)職員研修の状況（令和６年度） （人）

研修種別 参加者（延べ） 研 修 内 容

階層別研修 ７５０ 新規採用職員研修、中堅職員研修、課長補佐級職員研修、

課長級職員研修ほか

課題別研修 ２，８３９ ヒューマンエラー対策研修、ハラスメント防止対策研修、

イクボス研修、DX 研修ほか

公募型研修 ９５ 公文書作成講座、事務ミス防止研修、法制執務基礎講座、

民法基礎講座、プレゼンテーション能力向上研修ほか

派 遣 研 修 １９６ 各課研修ほか

自 主 研 修 １８ 通信教育助成

十一 職員の福祉及び利益の保護の状況

(１)健康管理に関する状況（令和６年度）

岐阜県市町村職員共済組合が実施する年代別健康診断および前立腺がん検診（40歳以上）、乳が

ん・子宮がん検診（30歳以上）を実施し健康管理に努めました。また、特定職場職員（リサイクル

センター・消防・診療所等）に対し破傷風、Ｂ型肝炎予防接種を実施しました。
（人）

区 分 受診者数

年代別健康診断 １２５６

ストレスチェック １２３８

Ｂ型肝炎予防接種 ３３

破傷風予防接種 ２４

(２)福利厚生制度



岐阜県市町村職員共済組合に加入し、職員の生活の安定と福祉の向上を図っています。また、高

山市職員互助会を組織し、福利厚生の増進を図っています。

(３)公務災害補償制度

・公務災害認定件数（令和６年度）
（件）

区 分 認定件数

一般行政職 ３

消 防 職 １

技能労務職 ２

医 療 職 ０

非常勤職員等 ７

合 計 １３

(４)公平委員会に係る業務の状況（令和６年度）
（件）

区 分 認定件数

勤務条件に関する措置要求 ０

不利益処分に関する審査請求 ０

合 計 ０

十二 会計年度任用職員制度の状況

(１)会計年度任用職員の状況（令和７年４月１日）
（人）

※フルタイム勤務：7.75 時間

(２)会計年度任用職員の給与等の状況（令和７年４月１日）

区分 内容

採用方法 選考（面接及び書類選考等による）

任 期 一会計年度の範囲内の任用（勤務成績等に基づく能力の実証により更新可）

給 与

給与の額は、職責、職務内容及び職歴等に応じて決定します。また、更新年限

の範囲内で、昇給を実施します。

単価（フルタイムで勤務した場合）

事務系の職員 184,600 円/月 ～ 240,700 円/月

技術系の職員 202,700 円/月 ～ 263,900 円/月

作業系の職員 185,700 円/月 ～ 250,900 円/月

その他手当

通勤手当、期末手当・勤勉手当（週 15 時間 30 分以上かつ 6月以上勤務の場

合）、初任給調整手当、地域手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当、退職手当（フルタイム勤務かつ 6月を超える

勤務の場合）

休暇制度
年次有給休暇、育児休業、特別休暇（病気休暇、忌引休暇、子の看護休暇、介

護休暇など）

区 分 令和６年度 令和７年度 増 減

フルタイム勤務 １５３ １６３ １０


